（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　　目：教育人事費
	事業名　スクール・サポート・スタッフ配置事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　教育委員会教職員課　小中学校係　電話番号：058-272-1111（内3526）

　　　　　　　E-mail： c17766@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　     131,611千円（前年度予算額：73,957千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	73,957
	24,360
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	49,597

	要求額
	131,611
	36,792
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	94,819

	決定額
	68,184
	18,666
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	49,518


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
学校における教員の負担軽減は喫緊の課題であり、県教育委員会では「教職員の働き方改革プラン２０１９」を策定し、教職員の勤務の適正化に向けた取組を推進しているところである。スクール・サポート・スタッフの配置に係る教職員等の勤務状況の報告では、スクール・サポート・スタッフを配置したすべての市町において、時間外勤務時間が削減した。
一方、教職員勤務状況調査（平成３０年１１月）において、小学校８％、中学校２３％の教職員が月８０時間を超える長時間勤務をしており、長時間勤務の解消については、未だ道半ばの状況にある。
加えて、学校においては学習指導要領の円滑な実施に向けた学習指導等の体制の強化・充実も求められることから、学校や教員の業務を見直し、教員が本質的に担う業務に専念できる環境を確保する必要がある。
（２）事業内容

・学習プリント等の印刷等を教員に代わって行うサポートスタッフを配置し、教員の負担軽減を図ることで、教員がより児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整備する。
（３）県負担・補助率の考え方

・国１／３　県２／３
	事業費
	131,611
	

	補助対象経費
	110,376
	報酬（地域手当を含む）、期末手当、社会保険料（個人負担分）

	補助対象外経費
	21,235
	旅費、共済費（労災、厚生子ども子育て拠出金）


※会計年度任用職員制度の導入に伴い、国庫補助対象外となる経費が必要になった。この経費を県が負担することで市町村が本事業を活用しやすくする。

（４）類似事業の有無
無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	131,611
	スクール・サポート・スタッフの賃金及び共済費
・1人当たり年間1260時間（6時間／日×5日×42週）※72人分

	合計
	131,611
	


	　決定額の考え方　

　事業内容を精査し、所要額を計上します


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・第３次岐阜県教育ビジョン「基本方針４　勤務環境の改革と教職員の資質向上　目標２０　長時間勤務・多忙化解消に向けた取組の推進」
・教職員の働き方改革プラン２０１９「４市町村教育委員会の取組の働きかけ　（２）その他　③負担軽減のための人事配置の推進」
（２）事業主体及びその妥当性
・市町村教育委員会（学校の設置者）
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
1人あたりの平日における総時間外勤務時間を、令和５年度に月４５時間以内となることを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	平日における総時間外勤務時間

（１か月あたり）
	72時間
（H29）
	
	
	62時間
（H30）
	45時間
（R5）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・スクール・サポート・スタッフの配置：５５名

　（岐阜市４名、羽島市１名、各務原市９名、瑞穂市３名、本巣市１名、羽島郡二町２名、北方町４名、大垣市１１名、垂井町８名、神戸町１名、美濃加茂市５名、多治見市４名、土岐市２名）

・スクール・サポート・スタッフの業務内容：「授業で使用する教材等の印刷や物品の準備」、「教材・資料の整理」、「掲示物の作成」等、教員の授業・校務サポート


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・教職員の業務改善

　＊スクール・サポート・スタッフを配置した学校の教諭等の勤務状況調査結果（調査対象期間：令和元年６月１日～６月３０日のうち１週間）

　　教諭等の勤務時間数の縮減…前年度比２．３％減


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	学校現場の業務の適正化を図る上で、教員の担うべき業務に専念できる環境の整備や長時間労働という働き方の改善のため、また「教職員の働き方改革プラン２０１９（４月策定）」の着実な実行を図る上で、必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	スクール・サポート・スタッフを配置した学校の教諭等の勤務状況調査結果から見て、教諭等の勤務時間数が縮減され、教員の負担軽減を図る上で、本事業は有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○
	各市町村・各学校において、業務の役割分担を明確にし、効果的な取組を推進している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・教員の負担軽減を図るための事業として実施するものであり、各市町村・各学校において明確な成果目標を設定し、効果の検証を含めて実施する。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・長時間勤務の実態を継続的に調査し推移を把握するとともに、効果ある実践例を県内全小・中学校に発信、普及する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


